


委託期間 2024年6月25日～2028年3月31日（2026年3月末から2年延長）

水素キャリアであるメチルシクロヘキサン(MCH)の海上輸送における課題として、MCH積載量制
限(IMO規制)があげられる。水素の本格普及期に向けて、MCH大量輸送を実現するために、
安全性を十分担保した上で、IMO規制を緩和し、「ケミカルタンカーによるMCH輸送時の積載容
量制限の緩和」、「油タンカーによるMCH輸送」等の実現を目指す。本技術開発事業では規制
緩和に向けた3つの対応案の具体性を調査・研究し、実現可能性を見極めることを目的とする。

最終目標

成果・進捗概要
①特例措置：社会的大義を理由とした規制緩和提案。仲間づくりを行う
→13団体が本取り組みに賛同。大規模エネルギー輸送という大義に加え、環境影響・安全性と
裏打ちされた提案であることを示していく。

②代替設計： 3,000Nm3/タンクを超える積載量の船に関する「代替設計」の方法を検討
→貨物油流出量、数値シミュレーションによる流出量解析、事故時貨物移送手段検討を実施
し、代替設計コンセプトを決定した。25年度にて活動終了。

③GESAMP評価見直し：GESAMPが貨物の水生生物への影響を評価し、船型を決定。
改めてMCHの生物影響評価試験を行い、Type3と判断されるデータを取得後、見直し提案。
→海上漏洩を想定したMCH濃度では、生長阻害率1%以下であること確認(Type3と判断）。

事業概要
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研究開発の背景・目的

課題：IMO規制による、MCH海上輸送時の積載量制限(Max3,000m3/タンク)

最終目標：現状ケミカルタンカーType2 → ケミカルタンカーType3 → オイルタンカーへの規制緩和

本事業目的：規制緩和に向けた3つの対応案の具体性を調査・研究し、実現可能性を見極める
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研究開発の概要 ~規制緩和に向けた3つの対応案~

対応案 本事業での取り組み概要

①特例措置法
社会的大儀を理由に海上輸送の規制緩
和を提案する方法。

• 水素キャリアとしてのニーズを理由とした特例措置
法の適用は大規模水素チェーン実装時期を想定。

• 長期にわたり協力し合える国・関係機関・企業を
調査し、提案ロジックを検討。

②代替設計
IBC Code 1.4で認められている規則か
ら逸脱した設計。国交省の承認が必要。

• Type2船と代替設計船で比較。
• 規定(3000m3/タンク)を超えても設備対応・設

備運用により、同様な安全性が確保できるか検討。

③GESAMPのMCH有害性評価見直し
IBC Code 21.4.5.2とGESAMPによる
MCHの水生生物への影響評価データか
ら船型を規定。改めてMCHの影響評価
試験を行い、Type3と判断される評価
データを取得後、見直しを提案する方法。

• 高揮発性のMCHは海上漏洩時に水中に残存す
る確率が低く、生物影響は極めて低いと想定。

• 海上漏洩を想定した試験溶液を調製し、現行法
での試験溶液とのMCH濃度の差を把握。

• MCHの生長阻害試験データと合わせ、MCHは海
上漏洩しても生物影響が極めて低いことを示す。

①特例措置、②代替設計、③GESAMP評価見直し の対応案を検討し、蓋然性を見極める。
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①特例措置 ～24・25年度 蘭・独・英ヒアリング結果サマリー～

「特例措置単独ではなく、代替設計・GESAMP評価見直し結果を踏まえた重層的なアプローチの
重要性」と、「安全性(環境影響を含む)と需要に裏打ちされた提案であることの必要性」を認識。

2
✓ IBC Codeそのものの改定ではなく、新カテゴリを作るという

方針は合理的。
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仮説に対する評価

安全性と環境影響

代替設計の活用

GESAMP評価見直し
の活用

IMOへの打ち込み戦略

✓ 同一レベルの安全性(環境影響含む)が確保されることが
規制緩和の大前提。

✓ 代替設計船での輸送実績は有益。
✓ 成果を活用し、安全性、環境影響、効率の比較をすべき。

✓ 最も直接的かつ実現可能な方法。
✓ 成果を活用し、IMO内で支持を得るための資料を準備すべき。

✓ ESPHにて審議されるトピックであろう。
✓ 数年単位での長期戦。旗国含めた連携を継続すべき。

1
✓ 全面談相手から本取り組みに対して賛同を得た

(政府3、港湾2、事業者5、業界団体3)。
仲間づくり
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①特例措置 ～規制緩和効果の定量評価 前提条件～

規制緩和による効果を定量的に示すために、モデルケースにおいて、ケミカルタンカーType2、ケミカ
ルタンカーType3、オイルタンカーで輸送した場合のCI値と海上輸送コストを比較。

輸送ルート

オーストラリア(ブリスベン) → 日本(川崎) 3,934NM※1

年間契約数量

300,000ton-H2(1GW GT相当)

船舶タイプ※2

• ケミカルタンカーType2 48,000m3

• ケミカルタンカーType3 84,200m3

• VLCC(大型原油タンカー) 344,000m3

★

★

※1:NM : Nautical Mile（海里）、1NM = 1.852km

※2:船舶燃料として用いられるVLSFOのGHG排出係数を95.48gCO2/MJ、熱量換算を40,200MJ/tonとする
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②代替設計 ～MCH漏洩シミュレーション～

1. 評価手法
MRタンカー「最大流出量を3000m3以下」を
満足できるか確認のため，数値シミュレーション
による定量的な評価を実施。

2. 評価対象船及び解析モデル化
MRタンカーの中央部貨物タンク及びバラストタ
ンクをモデル化し，貨物満載時に船側に破孔
が生じた状態での貨物流出量を計算。
※破孔の位置・大きさは,過去衝突事故損傷データから設定

3. 計算結果
➢ 流出開始～約600秒：主に貨物タンク内

の貨物と海面との水頭差による流出
➢ 約600秒以降：海水と貨物の置換進む
➢ 約3,400秒後：MCH流出量3,000m3
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②代替設計 ～事故時貨物移送手段検討～

機能要件 期待性能
貨物タンク損傷時に海洋へ
のMCH流出量が3,000m3

を超えないように貨物を他区
画に移送できる

事故発生から装置起動までの時間を考慮し、貨物流出量が3,000m3に達するまでに、『貨
物タンクの最大貨物積載量-3,000m3』の量のMCHを移送する。
ポンプの吸込口は事故時の船体傾斜・貨物タンク内への海水流入を考慮し、貨物タンク内の
適切な場所にある。
移送システムは、静電気による引火リスクを防止するため、荷役段階（初期・定常）に応じ
た流速制御機能を備えること。特にタンクへの流入時は、噴流や飛沫による帯電を最小限に
抑える適切な移送速度を維持できる構成とすること。

移送したMCHを安全に保持
できる

移送先の区画は、如何なる場合でも『単一貨物タンクの最大貨物積載量-3,000m3』の量
のMCHを貯蔵できる容量を有する。
MCH移送中および移送後のいずれの状態においても、船舶は縦強度要件および非損傷時
復原性要件を満足する。
移送先の区画の塗装は、MCHとの適合性を有する。
移送先の区画はMCH移送中および移送後のいずれの状態においても、タンクアレージスペー
スで可燃性雰囲気を形成しない。
移送先の区画は少なくとも次に掲げるIBCコード要件を満足する。
①電気設備の分類：T3、グループ：IIA、②貯蔵タンクの通気装置：制御式、
③貯蔵タンク計測装置：制限式、④貯蔵タンクへオーバーフロー制御装置設置
⑤貯蔵タンクがMCHの静的荷重に耐える強度を有すること

貯蔵・移送設備は貨物タン
ク損傷時に機能喪失しない

移送ポンプ及び配管はIBCコード2.5に定義される仮定損傷範囲内に配置せず、かつ、いか
なる場所においても外板から760 mm以内の位置に配置されない。
貨物タンクと貯蔵タンクは、同時に損傷しない。

荷揚げ等で移送先の区画か
らMCHを安全に除去できる

貯蔵タンクからマニホールドを通して、船外へ除去するための専用の設備がある。
貯蔵タンクはMCH除去後、元のタンクの状態に復旧できる。
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